
様式第五（平16内府令68・全改、令元内府令14・一部改正） 認定経営基盤強化計画の内容の公表 年月日 金融機関等の組織再編成の促進に関する特別措置法第3条の規定に基づき、下記のとおり、経営基盤強化に関する計画の認定をしたので同法第7条の規定に基づきこれを公表する。 記 1．認定した年月日 2．認定を受けた金融機関等の名称（当該経営基盤強化計画に従い新たに設立される金融機関等がある場合には、新たに設立される金融機関等を含む。） 3．計画の実施期間 4．経営基盤強化による収益性の向上の程度 5．組織再編成の内容及びその実施時期 6．改革方針の内容 7．経営基盤強化に伴う労務に関する事項 8．業務を行っている地域における信用供与の方針及びそのための体制整備に関する事項 9．連結及び単体の自己資本比率（連結自己資本比率規制の対象とならない金融機関等は単体自己資本比率のみとする。） 10．持分の消却に関する事項（信用金庫等に限る。） 11．子会社の経営管理に関する事項（銀行持株会社又は長期信用銀行持株会社である場合に限る。） （備考） 1．用紙の大きさは、日本産業規格A4とする。 2．申請された別表も合わせて公表する。  


